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訪日中国人観光客の動向を探る
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国人旅行）25.5 兆円が生み出す「生産波及効果」は 52.1 兆円（産出額に対して 5.2％），





のための様々な政策が展開され，訪日外国人観光客数は 2010 年までの 10 年間で倍増し，

















1 ちなみに，1950 年代，60 年代のインバウンドの年平均増加率はそれぞれ 26.9％，12.4％である（国際







インバウンド アウトバウンド インバウンド アウトバウンド インバウンド アウトバウンド
1964-1969 45.9 41.8 9.7 18.4 11.5 26.3
1970-1979 86.9 239.5 15.0 105.2 3.0 17.6
1980-1989 205.1 562.8 42.6 202.4 8.9 10.6
1990-1999 371.7 1,398.9 41.0 247.9 3.6 4.5
2000-2009 636.7 1,643.5 137.0 133.5 4.0 -1.6




ブームが起こる。1970 年代，80 年代のアウトバウンド数はそれぞれ 240 万人，563 万人
となり，その年平均成長率は 17.6％，10.6％と高い数値を示している（表 1を参照）。そ
の間，1987 年に当時の運輸省はアウトバウンド数を 1,000 万人に倍増するために「海外旅
行倍増計画（テン・ミリオン計画）」を策定し，アウトバウンド観光に力点をおく政策が
実施された。一方，インバウンド数は，1970 年の大阪万博や 72 年の札幌冬季オリンピッ
クの開催などがあったが，1970 年代のインバウンド数は 87 万人となり，その年平均成長
率は 3.0％と緩やかに増加してきた。1980 年以降，台湾や韓国における出国観光自由化（そ





図 2　インバウンド数の国際比較（2016 年 /万人）
出所：World Bank, World Development Indicators より作成。




施行した。その後，2000 年に「新ウェルカムプラン 21」が打ち出され，2003 年に「ビ
ジット・ジャパン・キャンペーン」を発表し，2007 年に「観光立国推進基本法」を施行
した。また 2008 年には，「観光庁」を設置し，インバウンド観光に対する政策面での強




年に 1,000 万人，16 年に 2,000 万人の大台を突破した。最新の 2017 年のインバウンド数
は 2,869 万人であり，2010 年から 2017 年までのインバウンド数の平均は 1,493 万人，そ
の間の年平均成長率は 21.9％となる。今後も，この増加率が続いたとすると，19 年に 4,000
万人を突破することになり，日本政府の目標が達成される可能性は高い 2。















あったアメリカは 2010 年には中国に，15 年には香港に抜かれていること，そして，4位
に位置していた中国は，2010 年に 2 位，15 年から首位となることが確認できる。ちなみ
に，2010 年から 17 年にかけての年平均成長率は，韓国が 16.6％，台湾が 20.1％，アメリ
カが 9.5％，中国が 26.6％，香港が 23.5％となり，とくに訪日中国人観光客数が急増して
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いることがわかる。この背景には，2009 年 7 月より開始された富裕層を対象にした個人




1 韓 国 106.4 (22.4%) 韓 国 174.7 (26.0%) 韓 国 244.0 (28.3%) 中 国 499.4 (25.3%) 中 国 735.6 (25.6%)
2 台 湾 91.3 (19.2%) 台 湾 127.5 (18.9%) 中 国 141.3 (16.4%) 韓 国 400.2 (20.3%) 韓 国 714.0 (24.9%)
3 アメリカ 72.6 (15.3%) アメリカ 82.2 (12.2%) 台 湾 126.8 (14.7%) 台 湾 367.7 (18.6%) 台 湾 456.4 (15.9%)
4 中 国 35.2 (7.4%) 中 国 65.3 (9.7%) アメリカ 72.7 (8.4%) ⾹ 港 152.4 (7.7%) ⾹ 港 223.2 (7.8%)
5 ⾹ 港 24.3 (5.1%) ⾹ 港 29.9 (4.4%) ⾹ 港 50.9 (5.9%) アメリカ 103.3 (5.2%) アメリカ 137.5 (4.8%)
6 イギリス 19.3 (4.1%) イギリス 22.2 (3.3%) オーストラリア 22.6 (2.6%) タ イ 79.7 (4.0%) タ イ 98.7 (3.4%)
7 オーストラリア 14.7 (3.1%) オーストラリア 20.6 (3.1%) タ イ 21.5 (2.5%) オーストラリア 37.6 (1.9%) オーストラリア 49.5 (1.7%)
8 カナダ 11.9 (2.5%) カナダ 15.0 (2.2%) イギリス 18.4 (2.1%) シンガポール 30.9 (1.6%) マレーシア 44.0 (1.5%)
9 フィリピン 11.2 (2.4%) フィリピン 14.0 (2.1%) シンガポール 18.1 (2.1%) マレーシア 30.5 (1.5%) フィリピン 42.4 (1.5%)
10 ドイツ 8.8 (1.9%) タ イ 12.0 (1.8%) カナダ 15.3 (1.8%) フィリピン 26.8 (1.4%) シンガポール 40.4 (1.4%)
総 数 475.7 (100.0%) 総 数 672.8 (100.0%) 総 数 861.1 (100.0%) 総 数 1,973.7 (100.0%) 総 数 2,869.1 (100.0%)
2017年2015年2010年2005年2000年
インバウンドが日本のどの地域を訪れているかを確認するために，2000 年から 2017 年
にかけての都道府県別訪問率の推移を表 3に，中国人観光客のそれを表 4に示す。







北海道への訪問率も上位 10 地域に含まれているが，これは 2008 年 12 月に公開された北
海道・道東地方がロケ地となった中国映画『狙った恋の落とし方。』（『非誠勿擾（フェイチェ







1 東 京 56.0 東 京 58.5 東 京 60.3 東 京 52.1 東 京 46.2
2 ⼤ 阪 23.7 ⼤ 阪 22.6 ⼤ 阪 26.1 千 葉 44.4 ⼤ 阪 38.7
3 神 奈 川 15.3 京 都 19.1 京 都 24.0 ⼤ 阪 36.3 千 葉 36.0
4 京 都 14.1 神 奈 川 18.9 神 奈 川 17.8 京 都 24.4 京 都 25.9
5 千 葉 13.2 千 葉 15.4 千 葉 15.0 神 奈 川 11.3 福 岡 9.8
6 愛 知 9.0 愛 知 11.9 愛 知 10.9 愛 知 9.8 愛 知 8.9
7 福 岡 8.0 福 岡 7.4 福 岡 9.1 福 岡 9.5 神 奈 川 8.5
8 兵 庫 5.6 兵 庫 6.9 北 海 道 8.8 北 海 道 8.1 北 海 道 7.7
9 ⼭ 梨 4.8 ⼭ 梨 5.8 ⼭ 梨 8.2 兵 庫 6.5 沖 縄 7.3
10 静 岡 3.7 北 海 道 5.6 兵 庫 7.6 ⼭ 梨 6.3 奈 良 7.3





1 東 京 64.5 東 京 70.8 東 京 80.0 東 京 69.1 東 京 57.3
2 千 葉 21.6 ⼤ 阪 41.1 ⼤ 阪 51.3 千 葉 54.4 ⼤ 阪 54.7
3 神 奈 川 20.7 神 奈 川 35.9 京 都 39.3 ⼤ 阪 54.4 千 葉 37.8
4 ⼤ 阪 20.1 千 葉 33.7 神 奈 川 36.4 京 都 35.4 京 都 35.0
5 福 岡 17.0 京 都 29.6 千 葉 35.3 愛 知 21.0 愛 知 18.5
6 京 都 16.7 愛 知 23.4 ⼭ 梨 27.2 神 奈 川 19.6 奈 良 13.3
7 愛 知 15.7 ⼭ 梨 16.2 愛 知 26.1 ⼭ 梨 15.4 神 奈 川 11.8
8 ⼭ 梨 8.6 兵 庫 8.7 北 海 道 11.6 静 岡 11.1 ⼭ 梨 11.7
9 兵 庫 6.2 静 岡 6.5 静 岡 6.7 北 海 道 8.0 静 岡 10.9
10 静 岡 5.6 福 岡 5.9 兵 庫 6.2 奈 良 7.5 北 海 道 6.9






















に，2010 年から 16 年にかけての年平均成長率は，中国が 26.2％，台湾が 19.3％，韓国が
19.1％，香港 11.9％となる。
図 4　国際観光収入・支出の推移（左軸：億ドル，右軸：％）






2010 2015 2016 2017 2010 2015 2016 2017
全 体 13.4 17.6 15.6 15.4 11,519 34,771 37,476 44,162 21.2%
中 国 17.7 28.4 23.2 23.0 2,498 14,174 14,754 16,946 31.5%
⾹ 港 11.7 17.2 16.0 15.3 593 2,627 2,947 3,416 28.4%
台 湾 10.4 14.2 12.6 12.6 1,318 5,207 5,245 5,744 23.4%
韓 国 8.1 7.5 7.0 7.2 1,973 3,008 3,578 5,126 14.6%
タ イ 14.3 15.1 12.8 12.7 308 1,201 1,150 1,250 22.1%
シンガポール 16.5 18.7 16.3 16.4 298 579 591 664 12.1%
マレーシア 13.1 15.0 13.2 13.6 150 459 522 597 21.8%
インドネシア ― 14.7 13.7 12.9 ― 302 370 456 22.9%
フィリピン ― 12.7 11.2 11.4 ― 340 390 482 19.1%
イギリス 16.1 21.1 18.2 21.5 296 545 532 669 12.4%
アメリカ 15.9 17.6 17.1 18.2 1,159 1,814 2,130 2,503 11.6%






総 額 宿泊費 飲⾷費 交通費 娯楽サービス費 買物代 その他
全 体 44,162 12,451 8,857 4,870 1,439 16,398 147
中 国 16,946 3,508 2,816 1,346 408 8,777 91
⾹ 港 3,416 953 739 392 103 1,228 0
台 湾 5,744 1,503 1,187 652 203 2,184 14
韓 国 5,126 1,598 1,316 535 262 1,394 21
タ イ 1,250 365 230 145 41 467 2
シンガポール 664 255 135 77 18 179 0
マレーシア 597 187 124 93 20 173 0
インドネシア 456 150 81 78 18 128 0
フィリピン 482 133 101 57 23 168 0
イギリス 669 302 159 101 21 86 0
アメリカ 2,503 1,055 575 392 91 386 6











1 台 湾 11.0 (53.1%) 台 湾 27.7 (53.9%) 台 湾 18.4 (24.8%) 中 国 54.7 (23.8%)
2 ⾹ 港 2.9 (14.2%) ⾹ 港 8.7 (16.8%) 韓 国 14.9 (20.1%) 台 湾 53.0 (23.0%)
3 韓 国 2.0 (9.6%) 韓 国 7.0 (13.6%) 中 国 13.6 (18.3%) 韓 国 42.4 (18.4%)
4 アメリカ 0.8 (4.0%) オーストラリア 1.9 (3.7%) ⾹ 港 8.7 (11.7%) ⾹ 港 17.1 (7.4%)
5 ロシア 0.6 (3.0%) 中 国 1.6 (3.0%) シンガポール 2.9 (3.9%) タ イ 16.9 (7.3%)
6 マレーシア 0.5 (2.3%) シンガポール 1.2 (2.3%) オーストラリア 2.6 (3.5%) マレーシア 12.6 (5.5%)
7 オーストラリア 0.4 (1.8%) アメリカ 0.9 (1.7%) マレーシア 2.2 (2.9%) アメリカ 6.5 (2.8%)
8 中 国 0.2 (1.2%) ロシア 0.6 (1.1%) アメリカ 2.1 (2.9%) シンガポール 6.1 (2.6%)
9 シンガポール 0.1 (0.7%) マレーシア 0.6 (1.1%) タ イ 1.8 (2.5%) オーストラリア 4.8 (2.1%)
10 カナダ 0.1 (0.5%) カナダ 0.1 (0.2%) ロシア 1.1 (1.5%) カナダ 2.0 (0.9%)
総 数 20.7 (100.0%) 総 数 51.4 (100.0%) 総 数 74.2 (100.0%) 総 数 230.1 (100.0%)
2016年2010年2005年2000年
北海道では，観光消費がもたらす経済波及効果についての推計を実施している。先述し
たように，2015 年の日本全体としての旅行消費額 25.5 兆円が生み出す「生産波及効果」
は 52.1 兆円（産出額に対して 5.2％），「付加価値効果」は 25.8 兆円（GDPに対して 4.9％），






（2017 年 5 月），図表 2-13（p.12）。
 
道 ⺠ 来道者 インバウンド 合 計
304 ― ― 304
19 ― ― 19
6,052 4,220 3,705 13,976
旅⾏会社収⼊ 40 ― ― 40
交通費 1,839 966 1,294 4,099
宿泊費 912 1,369 548 2,829
飲⾷費 926 719 361 2,005
⼟産・買物 1,686 798 1,279 3,763
⼊場料等 612 222 87 920
その他 38 147 136 320






発額は 2.1 兆円（2014 年度・産出額 33.0 兆円に対して 6.3％），付加価値誘発額は 1.1 兆円
（2014 年度・名目 GDP18.5 兆円に対して 6.1％），雇用誘発者数は 19 万人（2014 年度・就
業者数 235 万人に対して 8.1％），税収効果は 722 億円（2014 年度・税収額 1.2 兆円に対し




日本国政府は 2020 年までにインバウンド数を 4,000 万人規模に，北海道は 500 万人規模
に目標値を設定している。2010-2016 年の年平均増加率はそれぞれ 18.7％，20.8％である
ので，今後この増加率が維持されるならば，この目標が達成される可能性は高い。
国際観光振興の重要な意義の一つは，国際親善と相互理解の増進である。1967 年に，
国際連合は「観光は平和へのパスポート」というスローガンを掲げている。これは国境を
越えた観光者の往来を促進することが，相互の理解を深め，国際平和の維持につながると
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いう視点である。
インバウンドのなかでも中国人観光客が急増する日本において，中国人観光客を含めた
諸外国の人々の日本に対する理解が深まるだけでなく，われわれ日本人も中国をはじめ
様々な国・地域に対する理解を深めていかなければならない。
また，観光には経済的な意義もあり，インバウンドの消費活動はその国・地域の経済に
影響を与える。今後の北海道経済や日本経済の発展を考えるとき，中国人観光客による消
費は非常に重要となるが，他の国・地域からの観光客への対応も必要となる。
今後も，インバウンドの動向を注視し，インバウンド観光と経済成長との関連性につい
ての研究を進めていきたい。
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